
第65期 貸借対照表
東京都千代田区神田神保町3丁目2番地3

株 式 会 社 テ ル ナ イ ト

代 表 取 締 役　渡 辺  毅

貸　借　対　照　表

（単位：千円）

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

5,189,857 519,853

2,290,162 373,231

206,009 20,750

444,417 6,260

234,439 2,937

121,096 67,231

60,697 45,770

26,399 826

934 2,742

4,513 102

1,804,268

416

△ 3,500 185,789

185,789

675,735

391,413

93,854

21,313

3,536 負 債 合 計 705,643

1,400 ( 純 資 産 の 部 )

8,159 5,144,526

261,623 98,000

1,527 5,046,526

24,500

13,302 5,022,026

利 用 権 3,232 3,407,292

ソ フ ト ウ エ ア 10,069 1,614,734

271,019

投 資 有 価 証 券 93,074

関 係 会 社 株 式 120,000

そ の 他 投 資 57,945 15,422

15,422

純 資 産 合 計 5,159,948

資 産 合 計 5,865,592 5,865,592

(注)　記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

投 資 そ の 他 の 資 産

一 括 償 却 資 産

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

負債及び純資産合計

別 途 積 立 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

土 地

無 形 固 定 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

預 け 金

仮 払 金

貸 倒 引 当 金

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

機 械 装 置

構 築 物

建 物

流 動 資 産

現 金 及 預 金

流 動 負 債

買 掛 金

未 払 費 用

受 取 手 形

売 掛 金

商 品

製 品

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 事 業 税

2020年6月24日

（ 2020年3月31日現在 ）

金 額 金 額科 目 科 目

短 期 債 権

原 材 料 賞 与 引 当 金

前 受 金貯 蔵 品

預 り 金

仮 受 金

前 払 費 用

固 定 負 債

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

長 期 預 り 金

資 本 金

 



    
 

 
 

注 記 表 

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(１) 有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券 ····· 償却原価法（定額法） 

 子会社株式 ············· 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの ········· 期末日の市場価額等に基づく時価法 

  （評価差額金は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

 時価のないもの ········· 移動平均法による原価法 

 

(２) 棚卸資産の評価基準及び評価方法  

 商品・製品 ············· 移動平均法による原価法 

  （収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

 原材料・貯蔵品 ········· 移動平均法による原価法 

  （収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

 

(３) 固定資産の減価償却方法 

 有形固定資産 ··········· 定率法 

  ただし、１９９８年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）及び２０１６年４月１日以降に取得した建

物付属設備、構築物については、定額法を採用しておりま

す。 

 無形固定資産 ··········· 定額法 

 

(４) 引当金の計上基準 

貸倒引当金 ············ 期末債権の貸倒損失に備えて、一般債権については法人税

法に規定する繰入限度相当額（法定繰入率）により、貸倒

懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込み額を計上しております。 

賞与引当金 ············ 従業員に支給する賞与の支払に充てるため、将来の支給見

込額のうち当期の負担額を計上しております。 

 

 



 

(５) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への評価基準 

外貨建の金銭債権債務は、期末日の直物等為替相場により円貨に換算し、為替差額

は損益として処理しております。 

 

(６) その他の事項 

消費税等については、税抜方式により処理しております。ただし、資産に係る控除

対象外消費税等は発生事業年度の期間費用としております。 

 

2. 会計方針の変更に関する注記 

 記載事項はありません。 

3.  一株当たり情報に関する注記  

 一株当たり純資産額 26,326 円 27 銭 

 一株当たり当期純利益    755 円 19 銭 

4. 当期純損益金額 

当期純利益    148,017 千円 

 


